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新型コロナウイルス感染症の感染拡大の抑制に向けた緊急声明 

 

 

 国、都道府県等の地方自治体においては、国内・地域における感染拡大抑制

のため、各種の措置を講じているところであるが、国内感染者の死亡、医療従

事者の感染、感染経路が不明な感染者が相次いで確認されるなど、感染拡大の

様相を呈してきており、住民の不安がますます増大している。 

 この国難とも言える状況を乗り切るためには、国と地方が十分に連携して効

果的な施策を講じることが必要である。 

 国におかれては本日公表した基本方針に基づき徹底した対策を地方との協力

の上実行するよう求める。 

 我々は、国の施策に協力し、相談・検査体制の強化などのイニシアチブを発

揮しつつ、感染拡大の抑制に全力を挙げる決意だ。 

 

記 

 

１ 感染拡大の抑制のための国・地方の協力 

  感染拡大の局面に入ったと思われることから、知事会として、国と連携し

ながら新型コロナウイルス対策に全力を挙げて取り組む所存である。 

  また、国におかれては感染者や経路にかかる情報をすべて都道府県に提供

の上、情報公開の統一基準を提示していただきたい。都道府県・知事会も国

の施策に最大限協力しつつ、地方として独自に取り得る抑制策を積極的に実

施する。 

 

２ 全国知事会の緊急対策本部の設置 

  現在、全国知事会に緊急対策会議を設置しているところであるが、これを

緊急対策本部に格上げする。国との協力体制を構築するとともに、各地域の

状況を把握・分析し必要な施策を行うなど、都道府県間の物資・人員等の相

互支援を実施し、新型コロナウイルス感染症拡大防止の実効性ある対策を全

面的に展開していく。 

 

３ 患者クラスター(集団)の封じ込め 

  感染の流行を早期に封じ込めるためには、単一の都道府県での対応にとら

われることなく、広域的な観点から拡大抑制にあたるべきである。特に感染

者の増加が見られる自治体・地域においては、クラスター(集団)拡大防止対

策を展開する。政府は、地域と緊密に連携し機動的に地方自治体を支援する

よう求める。 
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４ 検査体制・医療体制の強化 

  国においては、簡易検査キットの早期開発、供給体制の確立、リアルタイ

ムＰＣＲ検査機器の配備、検査試薬の提供など、地域における検査体制強化

を支援していただきたい。 

  感染症指定医療機関などにおける重症者の受け入れ体制を強化するため

に、医療機器の整備、医療物資（マスク、消毒薬、感染防護具等）の確保な

ど、医療従事者が安心して従事できるよう、支援を速やかに行っていただき

たい。 

  また、国内での新型コロナウイルス感染症の症例等をとりまとめ、診断及

び治療に有用な情報を医療現場にリアルタイムで提供するとともにできるだ

け早く治療薬を開発・配備するよう求める。 

 

５ 地域住民による感染防止対策に資する物品類の市場供給 

  都道府県等の地方においては、地域住民による自主的な感染防止策として、

マスク、手指消毒薬等の活用を呼びかけているところであるが、市場供給が

十分とは言いがたい状況にあり、住民の手に届いていない。国においては、

生産体制強化の働きかけ等を行いいち早く供給の正常化を図られたい。 
 
６ 地域経済への影響を踏まえた対策の実施 

キャンセルが相次ぐ観光関連産業、中国との関連がある企業への影響、大

規模イベントの自粛ムードの拡大などによる地域経済への影響を最小限に留

めるため、中小企業や小規模事業者への支援策や雇用対策の実施、周知、弾

力的な運用を図られたい。 
また、テレワークや時差出勤などの柔軟な働き方や従業員が休みやすい環

境整備の取組に対する支援について国において必要な対応を行うよう求め

る。 
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